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示した被災状況のうち、③20cmブロックの散乱まで

は確認可能であったが、それより小規模な事象は、

ズーム機能を用いることにより確認できた。 

一方、リアルタイム映像転送による被災状況把握

は、LTEの電波状況により配信映像が不鮮明になり、

状況把握が容易と思われた④路肩崩壊でも把握が困

難（図-4）となる場合もあった。 

(2)石川県における飛行実験 

①平地及び山間部における被災状況把握 

気象等一部条件は異なるが、宮崎県での実験同様、

数十センチのブロックまでの確認は可能であった。

リアルタイム配信映像では、電波状況は宮崎県と比

較して良好であったものの、宮崎県での実験同様、

場所により配信が不鮮明となる状況が発生した。 

②夜間時における被災状況把握 

1)赤外線カメラによる被災状況把握 

令和3年度実験の実施にあたり、研究所敷地内で試

験的に行った赤外線撮影では、構造物等が鮮明に映

っていた（図-5）。しかし令和3年度実験では、悪天

候（曇り時々雨）の影響で、道路と周辺土砂等との

温度差が小さかったこともあり、5m/sの飛行では、

人物、車両のみの確認しかできなかった。道路被災

模擬事象については、現場上空で停止（ホバリング）

することによりうっすらと確認できた（図-6）。 

2)レーザスキャナによる被災状況把握 

図-7の3D画像は、装着スキャナ内に蓄積した処理

データを現地のノートパソコンで表示したものであ

り、蓄積データ取得後、数分程度で表示できる。 

模擬事象については、3D画像のアングルを変化さ

せることにより、路面に何らかの障害物が存在して

いることが確認できたが、土砂かコンクリートか、

といった素材の判断は難しい。また、そもそも対象

物が、災害時に新たに発生したものかどうかの判断

をするためには、事前に平時のデータを取得してお

く必要があることがわかった。 

４．おわりに 

本実験より、現状の技術を活用すれば、ある程度

の道路状況把握は可能であるが、撮影機器や電波状

況の改善などの更なる技術開発が必要であることが

わかった。また、夜間飛行では周囲の障害物等が全

く見えず危険性が高いため、無人航空機を安全に飛

行させるには、事前にコース設定した自動航行技術

の活用が重要であることが明らかとなった。 

引き続き、現在一般に普及している無人航空機を

用いて道路被災状況を把握するための課題抽出、方

法の提案等を進めて参りたい。 

図-3 道路被災状況確認結果の一例（飛行高度30m） 

図-4 通信状況による映像への影響（④路肩崩壊） 

図-5 赤外線カメラ映像（研究所敷地内での試験） 

模擬事象の撮影画像 
（ホバリングで撮影） 車両の撮影画像 

（速度5m/sで撮影） 

図-6 赤外線カメラ映像（石川県での実験） 

図-7 レーザスキャナ計測結果 
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１．はじめに 

国内の非住家建築物の約半数は築30年以上を経過

し、都市の更新の機運が高まる中、多様なニーズに

対応しつつ建築物の更新を促進し、迅速な都市の強

靭化を図るためには、既存杭に係る課題に対応した

合理的な建築物の構造規定の整備が求められる。本

課題は、既存杭を含む敷地の安全かつ合理的な利用

法の開発を目的とするものである。令和3年度には、

次に示す調査、解析その他の検討を行った。 

２．技術開発の概要 

(1) 建物の解体に伴う地盤物性の変化把握のための

調査 

複数本の杭を撤去した場合の地盤物性の変化を実

証例として蓄積する目的で、実際に使われていた既

存杭（場所打ち杭）を撤去・埋め戻す現場にて、地

盤調査等を撤去前、撤去中、撤去後に実施するもの

である。具体的には、標準貫入試験や電気式コーン

貫入試験等を実施し、既存杭の撤去前後の地盤物性

の変化を比較検証する。また、撤去中（写真）には

杭の仕様や各種管理状況の調査、コンクリートコア

採取等を実施した。 

(2) 既存杭の利活用を想定した建築物の構造解析 

既存杭を利活用した建築物を対象として詳細な構

造解析モデルを設定し、地震時の時刻歴応答解析を

行った。鉛直ばね係数と杭体性能のほか、上部構造

での基礎梁の構造特性や偏心の有無を考慮した検討

ケースを設定した（表）。利活用した既存杭等の設

定条件が基礎梁の応力、杭頭の鉛直変位、上部構造

の水平変位等に与える影響の程度を把握した上で、

設計時の留意点を抽出した。 

 

写真 調査現場での杭撤去時の状況 

表 検討ケース 

 

 

３．今後の予定 

国土交通省関係部局、建築研究所、学識経験者、

関係団体(建築基礎・地盤関係の業界団体等)らとの

連携を継続し、技術開発を進めていく予定である。 

[1 ]鉛直

ばね※1

[2 ]杭体
※2

(1 )既存杭
側基礎梁

※2

(2 )偏心

1 1倍 基本ケース

2 3倍 既存杭の載荷履歴

3 1倍 既存杭の杭体性能

4 5 ,6 の比較対象

5 既存杭側重心

6 新設杭側重心

7 なし 8 ,9の比較対象

8 既存杭側重心

9 新設杭側重心

※1  新設杭は1 倍　※2 　新設杭及び新設杭側の基礎梁は極稀地震動に対応

新設側よ
り耐力低

減
基礎梁耐力低減
と上部構造偏心

ケース

既存杭 [3 ]上部構造の特性

備考

極稀地震
動対応

極稀地震
動対応

なし

新設より
低い耐力3倍
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